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1. 和食川流域及び河川の概要 

 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

和食川上流の状況(1)                  和食川上流の状況(2) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

和食川中流の状況(1)                   和食川中流の状況(2) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

和食川下流の状況                        和食川下流の耕作地 

図 1.1 和食川河道状況写真                                                                            図 1.2 和食川流域位置及び概要図 
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2. 和食ダムの概要 

 

○ 事業の経緯 

(1) ダム事業の経緯 

表 2.1 ダム事業の経緯 

年度 内容 

平成元年度 予備調査着手 

平成 4年度 実施計画調査着手 

平成 15 年度 建設事業着手 

平成 17 年度 基本協定締結 

平成 18 年度 和食ダム建設事業全体計画 

平成 20 年代後半 完成予定 

 

(2) 河川計画の変遷 

表 2.2 河川計画の変遷 

年月日 実施内容 

平成 5年 5月 24 日 和食川水系工事実施基本計画 

平成 9年 11 月 28 日 和食川水系工事実施基本計画（変更） 

平成 13 年 1月 5日 和食川水系河川整備基本方針 

平成 13 年 11 月 12 日 和食川水系河川整備計画 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ 進捗状況 

(1) 予算執行状況 

表 2.3 予算執行状況 

全体事業費 12,800.0 百万円 

平成 22 年度迄額 2,308.5 百万円 

平成 23 年度残額 10,491.5 百万円 

進捗率：18.0％（平成 22 年度末時点） 
 

(2) 用地取得 

8.7ha（取得率 100％） 

 

(3) 付替道路整備 

付替延長：1,470ｍ 実施済み延長：615ｍ（進捗率 41.8％） 

 

 (4) 工事用道路整備 

   工事用道路延長：1,341ｍ 実施済み延長：1,151ｍ（進捗率 85.8％） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2.2 事業進捗状況（平成 22 年度末時点） 
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事業費 用地 付替道路 工事用道路
全体： 128.0 億円 8.7 ha 1,470 m 1,341m

執行・整備済:   23.1 億円 8.7 ha          615 m 1,151m
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3. 和食ダム事業点検の結果 

 

① 事業費及び工期 

【現計画】 

和食ダムの総事業費は平成 20 年度に数量及び単価の見直しを行い、128 億円としている。また、工期につ

いても総事業費に併せて見直しを行い平成 4 年～平成 27 年度として、現在、全体計画変更の手続き中であ

る。 

【点検方法】 

平成 22 年度末時点における総事業費及び工期について、実施済み額を考慮し、残事業の工程や数量等に

ついて点検した。 

【点検結果】 

平成 20 年度の見直し以降、計画・設計等の変更はなく、残事業の工程や数量等の点検の結果、現計画の

総事業費及び工期は妥当であると判断する。 

建設に要する費用の概算額：128 億円 工期：平成 5年度～平成 27 年度 

（現計画踏襲） 

表 2.4 和食ダム事業費及び執行状況 

全体 平成22年度迄 残事業

建設費 12,410,000 2,140,600 10,269,400

工事費 8,550,000 404,277 8,145,723

測量および試験費 2,480,000 1,310,817 1,169,183

用地費および補償費 1,340,000 420,466 919,534

機械器具費 30,000 0 30,000

営繕費 10,000 5,040 4,960

事務費 390,000 167,900 222,100

12,800,000 2,308,500 10,491,500

項 細　目
金　額（千円）

合　計

（平成20年価格）  
表 2.5 和食ダム工事工程 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

② 堆砂計画 

【現計画】 

和食ダムの近傍で同じ四万十帯北帯に位置し流域の起伏も類似ている伊
い

尾
お

木川
き が わ

ダムの平成 14 年までの堆

砂データを参考として比堆砂量 250m3/km2/年の妥当性を確認している。 

【点検における課題】 

近年までの堆砂データが反映されていない。 

【点検方法】 

和食ダムの近傍で同じ四万十帯北帯に位置し、長期間にわたり実績堆砂資料が得られる伊尾木川ダムの平

成 21 年まで実績堆砂量により、確率年比堆砂量を算定した。 

【点検結果】 

確率比堆砂量は 230m3/km2/年となり、現計画の比堆砂量 250m3/km2/年以内であることから現行の堆砂計画

は妥当であると判断した。  比堆砂量 250m3/km2/年（現計画踏襲） 

 

 

③ 計画の前提となっているデータ等の確認 

【現計画】 

対象洪水（基本高水流量）算定の基本となる計画雨量（日雨量）は、明治 37 年～平成 4年の 89 ヵ年の雨

量資料により算定されており、最大は 284mm/日で 1/50 確率の計画雨量は 308mm/日としている。 

【点検における課題】 

近年までの水文データが反映されていない。 

【点検方法】 

平成 5年から平成 21 年までの雨量データを追加した。 

【点検結果】 

最大で 321mm/日、1/50 確率雨量は 313mm/日となった。今回、既往最大の 321mm/日の実績雨量について洪

水調節計算を実施した結果、現計画の洪水調節および河道の流下能力で対応可能であることが確認されたこ

とから、現時点の計画雨量は妥当であると判断する。（現計画踏襲） 

 

表 2.6 近年のデータ追加による 1/50 確率雨量の推定結果 

 資料期間 最大雨量 計画雨量 

（1/50 確率水文量） 

現計画 明治 37 年～平成 04 年（089 ヵ年） 284（mm/日） 308（mm/日） 

今回点検 明治 37 年～平成 21 年（106 ヵ年） 321（mm/日） 313（mm/日） 

 

 

工種

試験湛水

閉塞工

残土処理

管理設備等

仮設備

転流工

基礎掘削工

岩盤面処理工

基礎処理工

本体コンクリート

右岸付替道路

残土処理場整備

準備工

平成22年度 平成23年度 平成26年度 平成27年度平成24年度 平成25年度
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末
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末
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末
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末
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末
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末
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末
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26
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末

平
成
27
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末

平
成
28
年
度
末

年平均増減数

年平均増減率

修正指数曲線

ﾛｼﾞｽﾃｨｯｸ曲線 最小二乗法

ﾛｼﾞｽﾃｨｯｸ曲線 三群法

実績値

3,790 人 

④ 新規利水 

(1)利水参画者に対する確認 

検討主体である県は、利水参画者に対し、ダム事業参画継続の意思があるか、開発量として何ｍ3/日が

必要か、また、利水参画者において水需給計画の点検・確認を行うよう要請した。 

水道事業者である芸西村から、ダム事業参画の継続の意思を受け、開発量 1,000ｍ3/日を必要とするこ

とを確認した。 

 
(2)開発量の妥当性確認 

芸西村の水需給計画は、水道施設設計指針に基づく手法を用いて行われており、人口動態及び計画給水

量等を確認した結果、過去の実績を基に、適正な推計手法により算出されており、妥当であると判断する。 

 
(3)芸西村水道事業の概要 

芸西村簡易水道は、昭和 30 年 2 月 10 日に創設されて以来、数回の拡張・改良を加えながら現在に至っ

ている。芸西村の流域面積は狭隘であるため冬期の水不足は恒常的で、夏期においても水不足の状態が発

生している。近年は過剰取水も発生しており、これ以上の取水量の増量は地下水の塩水化等を誘発するお

それがあるため困難である。このため、新たな水源開発が望まれている。 
 
(4)芸西村水道計画 

1） 計画 1日最大給水量 

ⅰ 給水区域内人口 

供給開始予定の平成 27 年における予測人口は、下表に示す 5 種類の予測式による算定値の平均とし

て 3,790 人となる。 
計画給水普及率は 100%としているため、給水区域内人口は 3,790×1.00＝3,790 人である。 

 
 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2.5 供給開始時の人口予測結果 

 

 

 

ⅱ 1 日平均有収水量 

1 日平均有収水量は、生活用、業務用（既存・新規）の合計として 2,118m3/日とする。 
a. 生活用有収水量 

生活用の計画 1 人 1 日平均有収水量は、平成 18 年度実績の 281 ㍑/人･日を見込み、 
生活用の計画１日平均有収水量は、1,065 m3/日を見込む。 
 

表 2.7 実績 1人 1日生活用有収水量の推移 

 

 

 

 

 

 

b. 業務営業用有収水量（既存） 
業務営業用の計画 1日平均有収水量は、過去 5年間（平成 14年～平成 18年）の平均値である 773m3/

日を見込む。 
 

c. 業務営業用有収水量（新規） 
芸西村にある黒潮カントリークラブは、平成 17 年から日本ゴルフツアーのカシオワールドオープ

ンを毎年開催している。近年は大会観戦者の増加と共に通常時の利用者も増加しており、使用水量の

増加分を芸西村簡易水道からの給水で賄う予定である。 

また、芸西村西南部には新たな老人介護施設の建設も予定しており、黒潮カントリークラブと合わ

せて、新規加入分として 280m3/日を見込む。 
 
 
ⅲ 計画 1 日平均給水量 

芸西村では、有収水量＝有効水量となっており、1 日平均有効水量は 2,118m3/日となっている。 
芸西村の主水源である入野水源系統は、平成 17 年以前まで流量計が整備されていなかったため過去

の実績による有効率が算出できない状況である。このため、有効率は県内類似の水道事業平均値を採用

して 81%を目標として設定する。 
「計画 1 日平均給水量 ÷ 有効率 ＝ 1 日平均有効水量」であることから、 
「計画 1 日平均給水量 ＝ 1 日平均有効水量 ÷ 有効率 ＝2,118m3/日÷81%＝2,615m3/日」となる。 

 
 

ⅳ 計画 1日最大給水量 

芸西村では水道用水源及び配水系統における流量把握が十分でないため、過去の実績から負荷率を設

定することができない状況である。このため、負荷率は県内類似水道事業実績（平均負荷率 70.1%）お

よび全国の計画人口 5 千人未満の水道事業における実績負荷率（平均 69.2%）から、70%とする。 
「計画 1 日最大給水量 ÷ 負荷率 ＝ 計画 1 日平均給水量」であることから、 
「計画 1 日最大給水量 ＝ 計画 1 日平均給水量 ÷ 負荷率 ＝2,615m3/日÷70%＝3,736m3/日」となる。 

 
 
 

年度 平成10年度 平成11年度 平成12年度 平成13年度 平成14年度 平成15年度 平成16年度 平成17年度 平成18年度

高知市 292 289 290 288 284 279 282 278 278

芸西村 289 292 287 289 292 286 286 283 281

＜実績１人１日生活用有収水量の推移＞
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2） 現状の給水能力及び不足量 

芸西村における現状の給水能力（計画給水量）は 2,845 m3/日であり、H27 における計画 1 日最大給水

量から現給水能力を差し引いた水量を新たに確保する必要がある。 
「不足量 ＝ 計画 1 日最大給水量 － 現給水能力 ＝3,736 m3/日－2,845 m3/日＝891 m3/日≒900 m3/日」 

以上のことから、和食ダムより入野水源へ 900m3/日を供給することにより目標達成が可能となる。 
 

 
3）和食ダム供給量 

入野水源地へ 900m3/日を供給するためには、10％程度の水路ロス等を考慮して和食ダムにより、

1,000m3/日の開発が必要である。 
 

表 2.8 現状の供給可能量及びダム完成後における水源の内訳 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（5）現在の取水状況からみたダムによる新規開発の必要性 

   新規加入が予定されている黒潮カントリークラブ及び老人介護施設の１日最大給水量は、 

「有収水量÷有効率÷負荷率＝280m3/日÷0.81÷0.70＝493.8 m3/日」となる。 

また、現状の取水量は、近年において供給可能量を上回っており、H18～H20 の実績給水量から算定した

過剰取水分は、「実績最大給水量－供給可能量＝3,279－2,845＝434 m3/日」となる。 

過剰取水をすることで地下水位が低下し、周辺の農水井の取水に影響を与えている。さらに、地下水の

低下は塩水化等が懸念されるため、早急な解決が望まれている。 

   以上のことから、芸西村水道計画として新規開発が必要であると判断する。 

水源名 水源種別
供給可能量
（現況）

（ｍ3/日）

計画給水量
（ｍ3/日）

備　考

井ノ本 地下水 734.0 734.0

河川水 1,209.0 2,100.0 不足分をダムで開発

地下水 902.0 902.0

合計 2,845.0 3,736.0
3,736-2,845≒900
不足量:900m3/日

入　野
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4. 目的別対策案の立案の考え方とそれぞれの対策案の概要 

①-1 治水対策案の抽出 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

治水対策メニュー

河川整備メニュー
（ 、 、 ） 河道改修 ダム 遊水地 

流域対策メニュー
（ 、 、 、 、 ） 霞堤 輪中堤 水田貯留 各戸貯留浸透施設 森林保全 

河道改修

1.既設ダム
の有効活用

2.遊水地
3.放水路・

分水路
4.河道掘削 5.引堤

6.堤防嵩上
げ

7.樹木伐採
8.決壊しな

い堤防
9.決壊しづ
らい堤防

10.高規格
堤防

11.排水機
場等

12.雨水貯
留施設

13.雨水浸
透施設

14.遊水機
能を有する
土地の保全

15.部分的
に低い堤防
の存置

16.霞堤の
存置

17.輪中堤 18.二線堤
19.樹林帯

等

20.宅地の
ﾋﾟ嵩上げ・  

ﾛﾃｨｰ    建築等

21.土地利
用規制

22.水田等
の保全

23.森林の
保全

24.洪水の
予測情報の
提供等

25.水害保
険等

現況河道内
に樹木がな
い

沿川に遊水
機能を有す
る土地がな
い

部分的に低
い堤防が存
在しない

霞堤が存在
しない

被害緩和策
であり治水
安全度の向
上に寄与し

。ない 

被害緩和策
であり治水
安全度の向
上に寄与し

。ない 

被害緩和策
であり治水
安全度の向
上に寄与し

。ない 

現況の縦断
、線形から 

掘削による
流下能力の
効果的な向
上は望めな
。い 

他の河道改
修案に比
、べ 被害ポ

テンシャル
が高くな
。 、る また 

支川改修や
排水機場建

、設など コ
スト面でも
不利であ
。る 

引堤した上
で決壊しな
い堤防を築
造すること

、となり コ
スト面で明
らかに不利

。である 

現況堤防は満杯でも目標流量を安全に流下さ
。せることができないため引堤が必要 

引堤した上
で決壊しづ
らい堤防を
築造するこ

、ととなり 
コスト面で
明らかに不

。利である 

引堤した上
で高規格堤
防を築造す
ることとな
、り コスト

面で明らか
に不利であ
。る 

堤防嵩上げ
を実施しな

、いため 排
水機場の設
置・増強は
実施しな
。い 

雨水貯留が
可能な施設
は下流域に
集中してお
、り その規

模も極めて
。小さい 

雨水浸透が
期待できる
施設は下流
域に集中し

、ており そ
の規模も極
めて小さ
。い 

主な水害防
御対象は広
範囲に広が
る優良農地

、であり 局
所的な防御
策である輪
中堤は適さ

。ない 

主な水害防
御対象は沿
川にも広が
る優良農地

、であり 河
川から離れ
た区域を防
御する二線
堤は適さな
。い 

主な水害防
御対象は広
範囲に広が
る優良農地

。である 

地域の主産
業である園
芸農業に対
する規制は
事実上不可

。能である 

水害防御地
域の上流域
に水田が殆

。どない 

水害防御地
域の上流域
は面積が小

、さく 荒廃
地も殆どな
。い 

②④⑥ ④⑥ ③④ ③④ ③④ ④⑥ ②⑥ ②⑥ ⑤⑥ ⑤⑥ ①⑤⑥ ⑤⑥ ②⑥ ②⑥

調節施設

奥出ダムの
嵩上げによ
る洪水調節
容量の確保
が可能であ
。る 

上流沿川に
遊水地の建
設が可能で

。ある 

和食ダムサ
イトから土
佐湾への放
水路の建設
が可能であ
。る 

全川にわた
る河道改修
が不可能で

。はない 

単独案では河川整
備計画の目標を達

、成できないため 
複合案を抽出す
。る 

遊水地を縮小する
、コスト減よりも 

下流区間の河道改
修によるコスト増
の方が大きいた
、め 単独案を抽出
。する 

和食川上流区間を
河道改修すること
によるコスト増よ

、りも 放水路規模
が縮小することに
よるコスト減が明
らかに大きいた
、め 複合案を抽出

。する 目標の治水
安全度が上下流区
間で均等に確保さ

。れる 

洪水流量を低減し
ない案として抽出

。する 

①代替案 

＋奥出ダム再開発 引堤

奥出ダムの嵩上げ
奥出川合流点より上流の和食川の引堤
（ ～ ： ） 3/522 4/475 L≒960m 

②代替案 

遊水地単独

和食川上流沿川に遊水地の建設

③代替案 

＋放水路 引堤

： ～放水路の建設 和食ダムサイト 土佐湾
奥出川合流点より上流の和食川の引堤
（ ～ ： ） 3/555 4/015 L≒470m 

④代替案 

全川引堤

和食川全川の引堤
（ ～ ： ） 0/350 4/475 L≒4,130m 

2次選定で抽出しない理由

① 、 ④ （ ） 、   制度上 技術上の観点から極めて実現性が低いと考えられる案            複数の類似案 河道改修のバリエーションなど のうち 明らかに優位性が低い案

② ⑤ 、   治水上の効果が極めて小さいと考えられる案                            沿川の土地が浸水に対して脆弱であるため 現在の土地利用のまま沿川の優良農地へ
（ 、 ）                                                                         一時貯留を見込む案 霞堤 二線堤など 

③ ⑥   コストが極めて高いと考えられる案                                    その他の理由から和食川には適合しない案

治
水
対
策
の
方
策
案

一
次
選
定

二
次
選
定

和
食
川
に
お
け
る
治
水
対
策
案
の
抽
出

治水対策案選定フロー

                         和食川で物理的に適用不可能な案を棄却一次選定

、                         一次選定された対策案のうち 治水対策案として和食川で
                         適用不可能な案を棄却

二次選定

                         二次選定された対策案に対して組み合わせを含めて検討治水対策案の抽出

組み合わせ案の基本方針

、複数の洪水調節施設は組み合わせず 

１洪水調節施設 つと流下能力向上策

（ ） 。 引堤 を組み合わせることとする 
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①-2 抽出した代替案の概要 

 

対
策
案 

河川整備計画案 代替案① 代替案② 代替案③ 代替案④ 

和食ダムの新設＋和食川上流の河道改修 既設奥出ダムの再開発＋和食川上流の河道改修 和食川沿川に遊水地を新設 放水路を新設＋和食川上流の河道改修 和食川の河道改修 

概 
 

要 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

3/522～4/475（上流区間） 

 

 

 

 

 

3/350～3/522（下流区間） 

 

整
備 

・ 和食ダム建設 

・ 引堤（3/555～4/015：L≒470m） 

・ 奥出ダム再開発（既設ダム直下流に新設） 

・ 引堤（3/522～4/475：L≒960m） 

・ 遊水地建設 

 

・ 放水路建設 

・ 引堤（3/555～4/015：L≒470m） 

・ 引堤（0/350～4/475：L≒4,130m） 

 

安
全
度

・ 河川整備計画の安全度（1/50）を確保する。 

・ 基準地点流量＝380m3/s 

・ 河川整備計画の安全度（1/50）を確保する。 

・ 基準地点流量＝380m3/s 

・ 河川整備計画の安全度（1/50）を確保する。 

・ 基準地点流量＝380m3/s 

・ 河川整備計画の安全度（1/50）を確保する。 

・ 基準地点流量＝380m3/s 

・ 河川整備計画の安全度（1/50）を確保する。 

・ 基準地点流量＝424m3/s 

完
成
ま
で
に
要
す
る
費
用 

・ 和食ダム：54.5 億円（治水分担分） 

※共同ダム残事業費×分担率×平成 21 年度価格係数 

＝104.9×0.5369×0.9686＝54.5 億円 

 

・ 河道改修： 5.9 億円 

 

 

■ 和食ダム(共同ダム残事業)費内訳 

Ｐ４参照 

 

■ 河道改修費内訳 

（平成21年度価格：億円）

数　量 金額 項　目 数　量 金額

本工事 掘削 7,300m
3 0.21 築堤 630m

3 0.01

護岸工 2,260m
2 0.51 他 一式 0.09

付帯工事 橋梁 2基 0.86 堰 0基 0.00

落差工 0基 0.00 水門 0基 0.00

他 一式 0.86

用地補償費 宅地 490m2 0.05 農地 1,520m2 0.06

ﾋﾞﾆｰﾙﾊｳｽ 3,435m
2 0.38 家屋 0戸 0.00

公共施設 1箇所 0.40 他 一式 0.30

諸経費 2.17

5.9億円合計

項　目

一式

 

・ 奥出ダム：67.8 億円（治水分担分） 

※共同ダム事業費×分担率×平成 21 年度価格係数

＝130×0.5384×0.9686＝67.8 億円

・ 河道改修：19.1 億円 

 

■ 奥出ダム再開発(共同)費内訳 

（平成20年度価格：億円）

数　量 金額 項　目 数　量 金額

工事費 ダム費 66,000m
3 70.50 仮設備費 一式 6.89

管理設備費 一式 7.80 工事用動力 一式 0.80

一式 25.10

用地補償費 補償費 7.4ha 0.77 付替道路 2,200m 14.08

その他 機械器具費 一式 0.30 営繕費 一式 0.10

事務費 一式 0.05 4.00

測量および試験費

130億円合計

項　目

 

 

■ 河道改修費内訳 

代替案④の上流区間と同様 

・ 遊 水 地：79.3 億円（治水分担分） 

※共同施設事業費×分担率 

＝144.8×0.5476＝79.3 億円

 

 

 

 

■ 遊水地(共同)事業費内訳 
（平成21年度価格：億円）

数　量 金額 項　目 数　量 金額

本工事 掘削･整成 930,200m3 4.04 流入工 一式 5.00

残土処理 930,200m3 24.19 連絡水路 一式 13.62

遮水工 174,300m2 4.36 仮設工 一式 14.50

擁壁 2,180m 6.17 他 一式 0.62

付帯工事 管理設備 一式 7.19 他 一式 1.97

用地補償費 農地 162,000m2 6.48 ﾋﾞﾆｰﾙﾊｳｽ 64,800m2 7.13

他 一式

諸経費 49.53

合計 144.8億円

一式

項　目

・ 放 水 路：102.4 億円（L=5,300m） 

・ 河道改修：  5.9 億円 

 

 

 

 

 

■ 放水路事業費内訳 
（平成21年度価格：億円）

数　量 金額

本工事 流入工 一式 13.6

ﾄﾝﾈﾙ工 5,300m 51.0

放水工 一式 0.1

管理設備 4.3

諸経費 33.5

102.4億円合計

一式

一式

項　目

 

 

■ 河道改修費内訳 

河川整備計画案と同様 

・ 上流区間河道改修（上流区間）：19.1 億円 

・ 下流区間河道改修（下流区間）：62.3 億円 

 

■ 上流区間河道改修費内訳 

 

 

 

 

 

 

 

■ 下流区間河道改修費内訳 

 

合計 60.4 億円 合計 86.9 億円 合計 79.3 億円 合計 108.3 億円 合計 81.4 億円 

424 311 209 123 56

(3/522)(2/180)

(0/370)

(4/540)東
谷
川

奥
出
川

谷
内
川

長
谷
川

和食川
太
平
洋

堀切橋
基準地点

(0/360)

：基準地点 堀切橋
：・目標流量 424m3/s
：・河道配分 424m3/s
：・洪水調節   0m3/s

計画区間

(
0/
3
50

)

(
4/
4
75

)

(2
/5
80

)

380 266 165 77 9 56

(3/522)(2/180)

(0/370)

(4/540)東
谷
川

奥
出
川

谷
内
川

長
谷
川

和食川
太
平
洋

放水路

堀切橋

基準地点
(0/360)

基準地点：堀切橋
・目標流量：424m 3/s
・河道配分：380m 3/s
・洪水調節： 44m3/s

計画区間

(
3
/
5
5
5
)

(
4
/
0
1
5
)

(
4
/
8
0
0
)

380 266 165 77 9 56

(3/522)(2/180)

(0/370)

(4/540)

東
谷
川

奥
出
川

谷
内
川

長
谷
川

和食川
太
平
洋

和食ダム
(4/800)

堀切橋
基準地点

(0/360)

：基準地点 堀切橋
：・目標流量 424m3/s
：・河道配分 380m3/s
：・洪水調節  44m3/s

計画区間

(
3/
5
55
)

(
4/
0
15
)

380 266 165 123 56

(3/522)

(2/180)

(0/370)

(4/540)

東
谷
川

奥
出
川

谷
内
川

長
谷
川

和食川
太
平
洋

堀切橋
基準地点

(0/360)

：基準地点 堀切橋
：・目標流量 424m3/s
：・河道配分 380m3/s
：・洪水調節  44m3/s

計画区間

(
3/
5
25
)

(
4/
4
75
)

57
7

奥出ダム

380 266 165 30 56

(3/522)(2/180)

(0/370)

(4/540)

東
谷
川

奥
出
川

谷
内
川

長
谷
川

和食川
太
平
洋

堀切橋
基準地点

(0/360)

基準地点：堀切橋
・目標流量：424m 3/s
・河道配分：380m 3/s
・洪水調節： 44m3/s

計画区間

(
4
/
0
1
5
)

87

遊水地

H.W.L.(河川整備計画)

引堤

築堤築堤

H.W.L.(河川整備計画)

引堤

築堤

H.W.L.(河川整備計画)

引堤

築堤築堤

H.W.L.(河川整備計画)

引堤

河
川
整
備
計
画
断
面

築堤 築堤

H.W.L.(河川整備計画)

引堤

河
川
整
備
計
画
断
面

築堤 築堤

（平成21年度価格：億円）

数　量 金額 項　目 数　量 金額

本工事 掘削 31,900m
3 0.98 築堤 500m

3 0.01

護岸工 7,100m
2 1.60 他 一式 0.30

付帯工事 橋梁 4基 2.61 堰 1基 1.53

落差工 0基 0.00 水門 0基 0.00

他 一式 1.67

用地補償費 宅地 890m
2 0.09 農地 6,500m

2 0.26

ﾋﾞﾆｰﾙﾊｳｽ 12,625m
2 1.39 家屋 0戸 0.00

公共施設 1箇所 0.40 他 一式 0.80

諸経費 7.48

合計 19.1億円

項　目

一式

（平成21年度価格：億円）

数　量 金額 項　目 数　量 金額

本工事 掘削 105,300m
3 2.84 築堤 16,300m

3 0.15

護岸工 25,500m
2 5.68 他 一式 0.67

付帯工事 橋梁 7基 11.06 堰 2基 4.06

落差工 1基 0.37 水門 1基 2.00

他 一式 2.62

用地補償費 宅地 3,630m
2 0.36 農地 11,500m

2 0.46

ﾋﾞﾆｰﾙﾊｳｽ 27,175m
2 2.99 家屋 3戸 1.20

公共施設 1箇所 0.11 他 一式 2.70

諸経費 25.00

62.3億円合計

項　目

一式
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②-1 新規利水対策案の抽出 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

利水対策メニュー

供給面での対応
需要面・供給面での

総合的な対応が必要なもの

河川区域外

4.河道外貯留施
（ ）設 貯水池 

5.ダム再開発
（ ） 嵩上・掘削 

6.他用途ダム容
量の買い上げ

7.水系間導水 8.地下水取水
（9.ため池 取水後

）の貯留施設含む 
10.海水淡水化

11.水源林の保
全

12.ダム使用権
の振替

13.既得水利の
合理化・転用

14.渇水調整の
強化

15.節水対策
16.雨水中水利

用

水系内に開
発可能な湖
沼は存在し
ない

渇水時の緊
急な対策で

、あり 新規
水源は確保

。できない 

水需要の抑
制を図る方

、策であり 
新規水源は
確保できな
。い 

水系内河川
の流況が同
一期間で大
きく異なる
ことはない

、ため 流況
調整河川の
効果が殆ど
期待できな
。い 

他用途ダム
としては農
業ダムがあ

、るが 現況
で容量不足
が生じてお
り新規利水
に配分する
ことができ

。ない 

近隣水系の
流況に余裕

。がない 

現況で地下
水の高度利
用が行われ

、ており こ
れ以上の揚
水を実施す

、ると 塩水
混入や地盤
沈下等の悪
影響が生じ
る恐れがあ
。る 

流域内には
多くのため

、池があり 
新設するた
めの適地が

。ない 

他案に比べ
て造水コス
トが膨大と

、なり トー
タルコスト
で不利とな
。る 

上流域の山
林は既に水
源涵養保全
林として位
置づけられ

、ており 保
全されてい
。る 

水利用の大
半を園芸農
業が占めて

、おり 高水
準で合理化
されている

、ため これ
以上の合理
化も転用も
不可能であ
。る 

②⑥ ⑥⑦⑥⑦ ②⑥ ②⑥⑦ ⑤⑦ ③ ② ②⑥

河川区域内

技術的にも
現施設の規
模的にも実
施可能であ
。る 

技術的にも
地理的にも
実施可能で

。ある 

①代替案 

奥出ダム再開発

奥出ダムの再開発により新規利水
1,000m3/日を確保

②代替案 

河道外貯留施設建設

、和食川上流沿川に貯留施設を建設し 
新規利水1,000m3/日を確保

2次選定で抽出しない理由

① 、   制度上 技術上の観点から極めて実現性が低いと考えられる案
② （ ）   新規利水対策としての効果が極めて小さいと考えられる案 ダムと同等の効果が見込めない案 
③   コストが極めて高いと考えられる案
④   現時点で効果や施設規模が不明確な案については棄却する
⑤ 、   複数の類似案については 優位性の高い案に絞り込む
⑥   基本的に既得水利の安全度低下や河川流況の悪化に繋がる案は選定しない
⑦   その他の理由から和食川に適合しない案は選定しない

新
規
利
水
対
策
の
方
策
案

一
次
選
定

二
次
選
定

新
規
利
水
対
策
案
の
抽
出

新規利水対策案選定フロー

                         和食川で物理的に適用不可能な案を棄却一次選定

、                         一次選定された対策案のうち 和食川の新規利水対策案
                         として適用不可能な案を棄却

二次選定

                         二次選定された対策案に対して組み合わせを含めて検討新規利水対策案の抽出

1.河口堰 2.湖沼開発 3.流況調整河川

河口部の河
道内貯留で
、は 安定供

給するため
の容量確保
が不可能で

。ある 

②⑦

他用途ダム
としては農
業ダムがあ

、るが 現況
で容量不足
が生じてお
り新規利水
に振替るこ
とができな
。い 

水需要の抑
制を図る方

、策であり 
新規水源は
確保できな
。い 

複合させることによる規模縮小のコスト
、減よりも 複数施設となるコスト増が大
、きくなり コスト的に単独案と比較して

。 、不利となることは明らかである また 
複合案では管理する施設が複数となるこ
、と 施設の環境等に対する影響が複数箇

所になることなどからも単独案と比較し
。て不利となる 
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②-2 抽出した対策案の概要 

 

対策案 
整備計画案 代替案① 代替案② 

和食ダムの新設 既設奥出ダムの再開発 和食川沿川に河道外貯留施設を新設 

概  要 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

和食ダム容量配分 

・ 総貯水容量  ：730,000m3 

・ 有効貯水容量：680,000m3 

・ 新規利水容量：120,000m3 

・ 堆砂容量    ： 50,000m3 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

奥出ダム再開発容量配分 

・ 総貯水容量  ：879,000m3 

・ 有効貯水容量：840,000m3 

・ 新規利水容量：100,000m3 

・ 堆砂容量    ： 39,000m3 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

河道外貯留施設規模 

・ 面積：162,000m2 

・ 堤高：3.7～4.6m（掘込式） 

・ 総貯水容量  ：580,000m3 

・ 新規利水容量：120,000m3 

開発量 ・ 新規開発水量：1,000m3/日 ・ 新規開発水量：1,000m3/日 ・ 新規開発水量：1,000m3/日 

建設コスト 

・和食ダム：4.9 億円（新規利水分担分） 

※共同ダム残事業費×分担率×平成 21 年度価格係数 

＝104.9×0.048×0.9686＝4.9 億円 

 

■ 和食ダム(共同ダム残事業)費内訳 

Ｐ４参照 

 

 

・奥出ダム再開発：5.9 億円（新規利水分担分） 

※共同ダム残事業費×分担率×平成 21 年度価格係数

＝130×0.047×0.9686＝5.9 億円

 
■ 奥出ダム再開発(共同)費内訳 

 

・河道外貯留施設：5.9 億円（新規利水分担分） 

※共同施設残事業費×分担率

＝144.8×0.041＝5.9 億円

 
■ 河道外貯留施設(共同)事業費内訳 

 

 

 

 

 

 

4.9 億円 5.9 億円 5.9 億円 

 
（平成20年度価格：億円）

数　量 金額 項　目 数　量 金額

工事費 ダム費 66,000m
3 70.50 仮設備費 一式 6.89

管理設備費 一式 7.80 工事用動力 一式 0.80

一式 25.10

用地補償費 補償費 7.4ha 0.77 付替道路 2,200m 14.08

その他 機械器具費 一式 0.30 営繕費 一式 0.10

事務費 一式 0.05 4.00

測量および試験費

130億円合計

項　目  
（平成21年度価格：億円）

数　量 金額 項　目 数　量 金額

本工事 掘削･整成 930,200m3 4.04 流入工 一式 5.00

残土処理 930,200m
3 24.19 連絡水路 一式 13.62

遮水工 174,300m2 4.36 仮設工 一式 14.50

擁壁 2,180m 6.17 他 一式 0.62

付帯工事 管理設備 一式 7.19 他 一式 1.97

用地補償費 農地 162,000m
2 6.48 ﾋﾞﾆｰﾙﾊｳｽ 64,800m

2 7.13

他 一式

諸経費 49.53

合計 144.8億円

一式

項　目
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③-1 流水の正常な機能の維持対策案の抽出 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

正常流量対策メニュー

供給面での対応
需要面・供給面での

総合的な対応が必要なもの

河川区域外

4.河道外貯留施
（ ）設 貯水池 

5.ダム再開発
（ ） 嵩上・掘削 

6.他用途ダム容
量の買い上げ

7.水系間導水 8.地下水取水
（9.ため池 取水後

）の貯留施設含む 
10.海水淡水化

11.水源林の保
全

12.ダム使用権
の振替

13.既得水利の
合理化・転用

14.渇水調整の
強化

15.節水対策
16.雨水中水利

用

水系内に開
発可能な湖
沼は存在し
ない

渇水時の緊
急な対策で

、あり 新規
水源は確保

。できない 

水需要の抑
制を図る方

、策であり 
新規水源は
確保できな
。い 

水系内河川
の流況が同
一期間で大
きく異なる
ことはない

、ため 流況
調整河川の
効果が殆ど
期待できな
。い 

他用途ダム
としては農
業ダムがあ

、るが 現況
で容量不足
が生じてお
り不特定容
量に配分す
ることがで

。きない 

近隣水系の
流況に余裕

。がない 

現況で地下
水の高度利
用が行われ

、ており こ
れ以上の揚
水を実施す

、ると 塩水
混入や地盤
沈下等の悪
影響が生じ
る恐れがあ
。る 

流域内には
多くのため

、池があり 
新設するた
めの適地が

。ない 

他案に比べ
て造水コス
トが膨大と

、なり トー
タルコスト
で不利とな
。る 

上流域の山
林は既に水
源涵養保全
林として位
置づけられ

、ており 保
全されてい
。る 

水利用の大
半を園芸農
業が占めて

、おり 高水
準で合理化
されている

、ため これ
以上の合理
化も転用も
不可能であ
。る 

②⑥ ⑥⑦⑥⑦ ②⑥ ②⑥⑦ ⑤⑦ ③ ② ②⑥

河川区域内

技術的にも
現施設の規
模的にも実
施可能であ
。る 

技術的にも
地理的にも
実施可能で

。ある 

①代替案 

奥出ダム再開発

奥出ダムの再開発により流水の正常な
機能の維持を図る

②代替案 

河道外貯留施設建設

、和食川上流沿川に貯留施設を建設し 
流水の正常な機能の維持を図る

2次選定で抽出しない理由

① 、   制度上 技術上の観点から極めて実現性が低いと考えられる案
② （ ）   新規利水対策としての効果が極めて小さいと考えられる案 ダムと同等の効果が見込めない案 
③   コストが極めて高いと考えられる案
④   現時点で効果や施設規模が不明確な案については棄却する
⑤ 、   複数の類似案については 優位性の高い案に絞り込む
⑥   基本的に既得水利の安全度低下や河川流況の悪化に繋がる案は選定しない
⑦   その他の理由から和食川に適合しない案は選定しない

正
常
流
量
対
策
の
方
策
案

一
次
選
定

二
次
選
定

正
常
流
量
対
策
案
の
抽
出

1.河口堰 2.湖沼開発 3.流況調整河川

河口部の河
道内貯留で
、は 安定供

給するため
の容量確保
が不可能で

。ある 

②⑦

他用途ダム
としては農
業ダムがあ

、るが 現況
で容量不足
が生じてお
り不特定容
量に振替る
ことができ

。ない 

水需要の抑
制を図る方

、策であり 
新規水源は
確保できな
。い 

複合させることによる規模縮小のコスト
、減よりも 複数施設となるコスト増が大
、きくなり コスト的に単独案と比較して

。 、不利となることは明らかである また 
複合案では管理する施設が複数となるこ
、と 施設の環境等に対する影響が複数箇

所になることなどからも単独案と比較し
。て不利となる 

（ ）流水の正常な機能の維持 正常流量 対策案選定フロー

                         和食川で物理的に適用不可能な案を棄却一次選定

、                         一次選定された対策案のうち 和食川の正常流量対策案
                         として適用不可能な案を棄却

二次選定

                         二次選定された対策案に対して組み合わせを含めて検討正常流量対策案の抽出
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③-2 抽出した対策案の概要 

 

対策案 
整備計画案 代替案① 代替案② 

和食ダムの新設 既設奥出ダムの再開発 和食川沿川に河道外貯留施設を新設 

概  要 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

和食ダム容量配分 

・ 総貯水容量  ：730,000m3 

・ 有効貯水容量：680,000m3 

・ 不特定容量  ：200,000m3 

・ 堆砂容量    ： 50,000m3 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

奥出ダム再開発容量配分 

・ 総貯水容量  ：879,000m3 

・ 有効貯水容量：840,000m3 

・ 不特定容量  ：230,000m3 

・ 堆砂容量    ： 39,000m3 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

河道外貯留施設規模 

・ 面積：162,000m2 

・ 堤高：3.7～4.6m（掘込式） 

・ 総貯水容量 580,000m3 

・ 不特定容量：200,000m3 

開発量 ・ 施設容量：200,000m3 ・ 施設容量：230,000m3 ・ 施設容量：200,000m3 

建設コスト 

・和食ダム：42.2 億円（流水の正常な機能の維持分担分） 

※共同ダム残事業費×分担率×平成 21 年度価格係数 

＝104.9×0.4151×0.9686＝42.2 億円 

 

■ 和食ダム(共同ダム残事業)費内訳 

Ｐ４参照 

 

 

・奥出ダム再開発：52.2 億円（流水の正常な機能の維持分担分） 

※共同ダム残事業費×分担率×平成 21 年度価格係数

＝130×0.4146×0.9686＝52.2 億円

 
■ 奥出ダム再開発(共同)費内訳 

 

・河道外貯留施設：億円（流水の正常な機能の維持分担分） 

※共同施設残事業費×分担率

＝144.8×0.4114＝59.6 億円

 
■ 河道外貯留施設(共同)事業費内訳 
 
 
 
 
 
 

 

42.2 億円 52.2 億円 59.6 億円 

 
（平成20年度価格：億円）

数　量 金額 項　目 数　量 金額

工事費 ダム費 66,000m
3 70.50 仮設備費 一式 6.89

管理設備費 一式 7.80 工事用動力 一式 0.80

一式 25.10

用地補償費 補償費 7.4ha 0.77 付替道路 2,200m 14.08

その他 機械器具費 一式 0.30 営繕費 一式 0.10

事務費 一式 0.05 4.00

測量および試験費

130億円合計

項　目

 
（平成21年度価格：億円）

数　量 金額 項　目 数　量 金額

本工事 掘削･整成 930,200m
3 4.04 流入工 一式 5.00

残土処理 930,200m
3 24.19 連絡水路 一式 13.62

遮水工 174,300m
2 4.36 仮設工 一式 14.50

擁壁 2,180m 6.17 他 一式 0.62

付帯工事 管理設備 一式 7.19 他 一式 1.97

用地補償費 農地 162,000m
2 6.48 ﾋﾞﾆｰﾙﾊｳｽ 64,800m

2 7.13

他 一式

諸経費 49.53

合計 144.8億円

一式

項　目
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5. 和食ダムの総合的な評価 

治水対策 

評価軸 
①和食ダム 

＋ 
上流部引堤 

②奥出ダム再開発 
＋ 

上流部引堤 

③遊水池単独 
 
 

④放水路 
＋ 

上流部引堤 

⑤引堤単独 
 

上下流部引堤 

安全度 ◎ △ △ △ ○ 

コスト 
完成までに要する費用  60.4 億円 

◎ 
 86.9 億円 

○ 
 79.3 億円 

○ 
108.3 億円 

△ 
 81.4 億円 

○ 維持管理費   9.3 億円   9.2 億円   9.4 億円   15.6 億円   2.1 億円 

中止費用 －   1.4 億円   1.3 億円   1.4 億円   1.2 億円 

実現性 ◎ △ △ ○ △ 
持続性 ○ ○ ○ ○ ○ 
柔軟性 ○ ○ ○ △ △ 

地域社会への影響 ◎ △ △ ○ △ 
環境への影響 ○ ○ △ ◎ ◎ 

目的別の総合的な評価 ◎ △ △ ○ ○ 

新規利水対策 

評価軸 ①和食ダム ②奥出ダム再開発 ③河道外貯留施設 

  

目標 ◎ ○ △ 

コスト 
完成までに要する費用   4.9 億円 

◎ 
  5.9 億円 

○ 
  5.9 億円 

○ 維持管理費   0.4 億円   0.4 億円   0.5 億円 

中止費用 －   0.1 億円   0.1 億円 

実現性 ○ △ ○ 
持続性 ○ ○ ○ 

地域社会への影響 ◎ ○ △ 
環境への影響 ○ ○ △ 

目的別の総合的な評価 ◎ ○ △ 

流水の正常な機能の維持対策 

評価項目 ①和食ダム ②奥出ダム再開発 ③河道外貯留施設 

  

目標 ◎ ○ △ 

コスト 
完成までに要する費用  42.2 億円 

◎ 
 52.2 億円 

○ 
 59.6 億円 

○ 維持管理費   5.8 億円   5.9 億円   5.8 億円 

中止費用 －   0.9 億円   1.0 億円 

実現性 ◎ △ ○ 
持続性 ○ ○ ○ 

地域社会への影響 ◎ ○ △ 
環境への影響 ◎ ○ △ 

目的別の総合的な評価 ◎ ○ △ 
【評価の説明】 

◎：他案と比較して特に優れている。   ○：他案と比較して平均的。   △：他案と比較して劣っている。※優劣の差が僅かなものについては同評価とする。 
 

総合的な評価 
以上の結果を基に、一定の安全度を確保して、コストを最も重視し、時間的な観点から見た実現性も確認したうえで、全ての評価軸により総合的な評価を行った
結果、和食ダム案（和食ダム＋上流部引堤）が最適であると判断する。 
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6. 検討の場の開催状況、パブコメ・意見聴取の実施状況、それぞれの概要 

以下に検証に係る検討における、検討会議（「検討の場」）、パブコメ、意見聴取の実施フローを示す。 

ダム事業の検証に係る検討要請H22. 9.28

第１回 和食ダム検討会議H22.10.26

第２回 和食ダム検討会議H22.11.26

第３回 和食ダム検討会議H23. 2.15

・検証の進め方について
・和食ダムについて

・前回会議について
・目的別の検討

・前回会議について
・パブリックコメントの結果
・総合的な評価について
・その他

第１回 学識者意見聴取
H22.10. 6
  ～10.14

・検証作業の進め方等について

第４回 学識者意見聴取
H23. 3.14
   ～3.17

・検討結果報告書について

第２回 学識者意見聴取
H22.12.21
  ～12.24

・目的別対策案の抽出結果について
・評価軸による評価の仕方について

第３回 学識者意見聴取H23. 2.10
・評価軸による評価結果について
・総合的な評価結果について

第１回 パブリックコメント
H22.12.14
  ～12.27

・和食ダム事業の検証に係る検討案
（各目的別対策案の抽出）

第２回 パブリックコメント
H23. 2.18
   ～3. 3

・和食ダム検討会議において取りまとめ
た対応方針

地方公共団体の長意見聴取H23. 3.15 ・総合評価の結果ついて

住民説明会H23. 2.18 ・和食ダム事業の検証に係る検討結果

高知県公共事業再評価委員会H23. 3.24 ・和食ダム事業の検証に係る検討結果

高知県の対応方針の決定 対応方針：和食ダム事業を継続する

関係利水者意見聴取H23. 3.15 ・総合評価の結果ついて

 
図 6.1 和食川ダムの検証検討の経緯 

 

 

 

7. 対応方針 

 

高知県では、「ダム事業の検証に係る検討に関する再評価実施要領細目」に基づき検討した結果、和食ダム事業

を継続実施とする。 

 

区

分

高知県 和食川 和食ダム
④
⑤

事業継続

　現行計画（和食ダム+上流部
引堤）とその他の代替案につい
て、一定の安全度を確保した上
でコストを最も重視した評価を
行うとともに、時間的な観点か
ら見た実現性も確認する等の総
合的な評価を行った「個別ダム
の検証」結果については妥当と
判断する。また、B/Cも1.0以上
となっていることから、事業を
「継続」とする。

費用対効果分析
（評価基準年：平成22年）

残事業費評価
　B/C＝3.9
（感度分析：3.5～4.2）

全体事業費評価
　B/C＝3.0
（感度分析：2.7～3.2）

凡例　区分欄　①：事業採択後５年間経過した後も未着工の事業

　　　　　　　②：事業採択後５年間を経過した時点で継続中の事業

　　　　　　　③：事業採択前の準備・計画段階で５年間が経過している事業　

　　　　　　　④：再評価実施後一定期間（５年）が経過している事業

　　　　　　　⑤：社会経済情勢の急激な変化等により見直し事業の必要が生じた事業

補助ダム建設事業に係る再評価実施箇所
再評価実施主体（高知県）

都道府県名 水系名等 事業名 対応方針 対応方針の決定理由 備　考

 


